様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　2021年　5月　31日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 住友化学株式会社
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名 岩田 圭一　印
住所　〒104-8260　東京都中央区新川２丁目２７番１号

法人番号　　　　　2010001071327　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2019~2021年度　中期経営計画
②住友化学レポート（統合報告書）2020年3月期


	公表日
	　　　　2020年8月3日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①ステークホルダー向け中期経営計画説明会開催後、当社ホームページにて公開。https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/files/docs/updated0515.pdf
P14-19,36-39,72,76
②紙面による発行及び当社ホームページにて公開。https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2020.pdf
P2,8-9,27,34-37,66-67

	記載内容抜粋
	経済価値、社会価値の両方を創出し、住友化学の持続的な成長とサステナブルな社会を実現するため、デジタル革新への取組を最重要課題の一つとして特定。
経営戦略に関わるリスク及び事業継続の基盤に関わるリスクを分析し、事業環境に対して「ボラティリティ・不確実性の増大懸念」と認識。当社のトレンドとして、デジタル革新による新たな価値創造＆イノベーションを通じた社会課題の解決を掲げ、サステナビリティへの貢献を目指す。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認済み。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	住友化学ホームページ



	公表日
	　　　　2020年　　11月　　30日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ステークホルダー向けにIR説明会開催後、資料を当社ホームページにて公開
■IR Day 経営戦略
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/event/files/docs/re_201130_all.pdf
・P15、P18-20 デジタル革新による生産性の向上
・P131 国内における「農業DX」

	記載内容抜粋
	当社川下業界（自動車、情報電子、農業）の変化が自社に及ぼす影響を分析したうえで『DX戦略』を立案した。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	中期経営計画においてDXに関する基本方針について取締役会決議をとるとともに、当該方針に基づいて、DXの展開戦略やアクションプラン等について取締役会で十分審議を重ねている。また、進捗状況等のモニタリングも適宜実施している。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①住友化学レポート（統合報告書）2019年3月期　P68,69
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2019_14.pdf
②住友化学レポート（統合報告書）2020年3月期　P66,67
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2020_14.pdf
③住友化学ホームページ■IR Day 経営戦略　P18,19,20
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/event/files/docs/re_201130_all.pdf

	記載内容抜粋
	①②③今中期はコーポレート主導でデジタル4領域の生産性向上に注力し、データサイエンスの専門部署である「デジタル革新部」の設立など、全社的な推進体制を強化した。
③今後は事業部門主導の推進体制をさらに強化予定



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①データ活用基盤整備とRPA利用環境整備
→住友化学レポート（統合報告書）2020年3月期　P66-67
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2020_14.pdf
②クラウド利用環境整備（AWS、Azure、Concur、Workdayなど）
→AWS社HPで公開
https://aws.amazon.com/jp/solutions/case-studies/sumitomo-chemical/
③コミュニケーション基盤整備（Office365、BOX）
→公開していない。申請チェックシートに関連資料添付
④人材マネジメント基盤
→当社HPで公開
https://www.sumitomo-chem.co.jp/news/detail/workday_hcm.html
⑤予算確保
→中期経営計画　P36
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/files/docs/updated0515.pdf
⑥KPI管理
当社ホームページ
https://www.sumitomo-chem.co.jp/sustainability/management/kpi/


	記載内容抜粋
	①データ活用基盤としてのS/4HANAの構築とRPA全社展開
②基幹系システムであるSAPやその周辺システムをオンプレミスからクラウド環境（AWS、Azure）に移行するとともに、経費精算や人材管理もクラウドサービス利用に変更。
③コミュニケーション基盤としてクラウドサービスであるOffice365やBOXの利用環境整備
④人材マネジメント基盤としてWorkdayを導入
⑤2019-2021年中期経営計画で600億円のIT予算を確保
⑥経産省のガイドラインを参考にKPIを作成し達成状況をモニタリング




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①住友化学レポート（統合報告書）2019年3月期
②住友化学レポート（統合報告書）2020年3月期
③サステナビリティ データブック 2020

	公表日
	　　　　2020年8月31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	紙面による発行及び当社ホームページにて公開。
①住友化学レポート（統合報告書）2019年3月期　P69
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2019_14.pdf
②住友化学レポート（統合報告書）2020年3月期　P66
https://www.sumitomo-chem.co.jp/ir/library/annual_report/files/docs/scr2020_14.pdf
③サステナビリティ データブック 2020　P30
https://www.sumitomo-chem.co.jp/sustainability/information/library/files/docs/SDB20_P11-52.pdf

	記載内容抜粋
	①デジタル人材については中期の育成ターゲットをKPIとして定めた(データサイエンティスト20名、データエンジニア150名)
②③経産省「DXレポート」「DX推進ガイドライン」「DX推進指標」をベースにデジタル成熟度の評価項目を設定。各項目の現状の到達レベルや課題についてセルフアセスメントし、高いレベルに到達するためのアクションを実行し、継続的な評価のサイクルを回していくことで、持続的なレベルアップを目指す



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2019年12月3日　
②2020年5月28日
③2020年11月30日


	発信方法
	①経営戦略説明会
②経営戦略説明会
③IR説明会
ステークホルダー向けの経営戦略説明会やIR説明会（対面説明、電話会議、Web Live配信同時開催）にて代表取締役社長が経営戦略の１つとしてDX戦略を情報発信。当該動画および資料を弊社HPにて公開。

	発信内容
	①②当社DX取組みの進捗状況
③今中期のDX取組及び中長期のDXマイルストーンを含む当社の『DX戦略』




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　3月頃　～　2021年　4月頃


	実施内容
	[bookmark: _GoBack]「デジタル成熟度」をKPIとして管理、モニタリングしている。経産省「DXレポート」「DX推進ガイドライン」の指針に基づき12項目設定しそれぞれ4段階で評価。2019年度は平均2.6点、2020年度は平均2.9点（ともに満点4.0）となった。各項目の課題を洗い出し次年度の活動に反映させている。評価結果および課題は添付資料③でDX関連部署の担当役員に報告、承認を得たのち、社長が委員長を務めるサスティナビリティ推進委員会で報告、承認を得ている。

2020年度自己評価の詳細は添付資料③参照、概略は近日中に当社ＨＰで公開予定。
2019年度の自己評価概略は以下当社HPで公開。
https://www.sumitomo-chem.co.jp/sustainability/management/kpi/





　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2005年4月頃　～　現在　


	実施内容
	・サイバーセキュリティ経営ガイドライン等に基づき対策を実施している、詳細はhttps://www.sumitomo-chem.co.jp/sustainability/governance/security/にて公表している。
・情報システムセキュリティ内部監査を行っている。監査目的は情報システム上のセキュリティ対応状況を評価し、リスクに対して是正のための助言・勧告を行うことでセキュリティリスクを低減すること。監査対象および頻度は社内（事業部門、工場、研究所）、グループ会社(国内グループ会社約40社、海外グループ会社約40社）を５年周期で実施している。監査項目は(1)セキュリティポリシー、(2)組織体制、(3)情報資産管理、(4)物理的ｾｷｭﾘﾃｨ対策、(5)不正プログラム対策、(6)脆弱性対策、(7)システム導入変更、(8)アクセス制御、(9)特権管理、(10)外部委託、(11)障害対応、(12)教育、(13)情報漏洩を確認している。監査手続きは、経済産業省の「システム監査基準」に則り、情報システムセキュリティマネジメント（ISMS)、当社情報システムセキュリティ規程、基準類に基づいた評価を実施している。
・問題発生時は、社内でのあらかじめ定められた対応手順に従い、社内CSIRTリードのもと、法務、総務、情報システム子会社、セキュリティベンダ、JPCERT/CC、警視庁など内外の関係者と連携して対応している。
・情報処理安全確保支援士21名在籍（情報システム子会社含む）




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

